６月議会へ⑥　我がまちの防災力アップについて
「地域防災計画の見直し」という大きな問題は、国の中央防災会議の動向を注視していく必要があるし、都道府県との連携も不可欠であり、そう簡単なことではありません。

しかし、今すぐできることもあるはずです。「住民の命と財産を守る」のは国でも、県でもなく、住民と向かい合っている私たち地方自治体の最大の責務です。東北で起きた事、起きていること、起きようとしていることは、「明日は我が身です」。心して私たちは我がまちの防災力を検証しながら、身近でできることから具体的に取り組む必要があります。
もはや観念の、机上の「防災論議」は全く無意味であり、全国の地方自治体が実のある「防災に強い街づくり」に歩みだす事こそ、東北大震災で亡くなられ、行方不明の2万3000人余の尊い命に報いる道ではないでしょうか。

「週刊ダイヤモンド」5/14号は「あなたの街は安全か？震災に強い街」特集です。その中で「安全安心の街」の指標として4つの指標を挙げています。①防災拠点や水道管などの耐震率を図る「ハード力」。②防災に予算を組む財政余裕度があるかどうかを測る「財政力」。③住民による防災組織などの充実度を測る「人的ソフト力」。④災害の被害想定やエリア別危険度リストを作成し、住民と情報共有しているかを測る「情報ソフト力」を挙げています。

そして、人口20万人以上の都市と東京都内市区計133を抽出し、東日本大震災で甚大な被害を受けた１１市を除く122都市を対象に「防災力ランキング」を行っています。（我が豊橋市は２６位と愛知県内でも豊田市（１７位）、岡崎市（23位）に次いで評価が高いことを示している）

こうした指標から考えても、③つ目の「人的ソフト力」。④つ目の「情報ソフト力」は「財政力」やそれに伴う「ハード力」にあまり影響受けないで取り組める住民との協働で築きあげることができるのではないかと考え、市長並びに市当局にお伺いいたします。

（1）地域コミュニュティの復活について

日本の社会は家庭や地域での人間的な“つながり”が薄れ、高齢者の孤独死や虐待、暴力などが多発している現状はご案内の通りです。いざという時に助け合わなければならないのは地域です。近所です。

兵庫県加古川市にある７棟600世帯からなる14階建てマンションの住民が、阪神大震災を機に防災活動に取り組む自主防災組織「加古川グリーンシティ防災会」。メンバーは40代～50代の現役世代が中心で、防災組織として日本の最先端を走り続けていると言われています。基本はあいさつ運動と小さな親切運動から始まっています。そして、特徴的なのは特技などを事前登録する「町内チャンピオンマップ」。看護士、医師、電気・電話・ガス・水道工事、老人介護歴、子守、インターネット操作など非常時に役立つ特技や資格など登録して非常時に対応しようとしていることです。

そして、防災会のモットーは「楽しく防災しよう」。防災活動は仰々しく構えてしまうと長くは続かない。それで、炊き出しはイカ焼き、防災井戸で井戸端会議など「生活防災」が中心です。こういう自主防災組織こそ我が地域に根付かせることこそ急務の課題ではないでしょうか。取り組む考え方について伺います。

（2）“老老”救助の現実について
浜松市では要援護者が１万8700人いる。要援護者とは高齢者や障害を抱える人で、なおかつ、一人暮らしをしている人の事です。地震や津波が起これば誰かが彼らを避難所に連れて行かなければなりません。その役割は自主防災組織に委ねられています。「個人情報保護法」の問題もあり、浜松市では援護が必要な人に対して、はがきを送って、要援護者として自主防災組織に登録を申し出る様にした。結果、１万8700人のうち2010年度中で登録できたのは6500人しかいない。
（豊橋市でもＨ10年から登録制度をとっているが、登録者は1000人。豊橋市の障害者手帳発行数は1万5400人、介護の要支援・要介護者数は1万人という実態）
助ける側の自主防災組織も高齢化し、助けが必要な高齢者の実態の把握は進まない。“老老”救助の実態は大きな課題と思うが、我がまちの実態と対策について伺いたい。

（地域内の企業を自主防災会に加わってもらい自主防災会組織に参加してもらう取組み。高校生は遠地に通っているが、期待されるのは地元に留まり体力がある中学生、この中学生の戦力化に取り組んでいる自治体もある）
（3）実践的訓練の必要性について
　400人が避難生活を送っていた仙台市の小学校で保険業務を担当してきた名古屋市の宮尾保健師の被災地での経験から、日ごろの近所付き合いや町内会行事での役割分担をきちんとして、町内会単位での防災訓練の必要性を訴えておられます。
　我がまちでは、毎年9月1日の防災の日を中心に、大規模な防災訓練が行われています、その内容も毎年、同じような繰り返しでマンネリの感はぬぐえません。また、それ以上に大切なことは、町内会ごとに自主防災会が中心となって、自分の命を守る「自助」、そして町内会や近所で実践的な防災訓練を行うべきと考えますが、当局の認識と対応を伺いたい。

<<　参考　>>

1. 「週刊ダイヤモンド」5/14号は「あなたの街は安全か？震災に強い街」特集
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